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第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　1993年４月から開始された５年間の技術協力計画が1999年４月に終了するにあたり、当初計画

および年次計画に照らし、協力期間終了までのプロジェクトの活動成果を見通したうえで、本プ

ロジェクトの活動実績、運営管理状況、カウンターパートへの技術移転状況などについて現地調

査を行い、その目標達成度、案件の効果、自立発展の見通しなどについて両国関係者と合同で評

価することを目的とする。

　さらに、協力終了後の対応についても協議し、その結果を両国関係者に報告、提言することを

目的として派遣されたものである。

１－２　調査団の構成

氏  名 担当分野 所     属 

丸山 敬悟 
団長・総括 

エビ種苗生産 
日本栽培漁業協会 五島事業場 場長 

大野  淳 魚類種苗生産 東京水産大学 資源管理学科 助教授 

畑井喜司雄 魚  病 日本獣医畜産大学 魚病学教室 教授 

池田  透 普及計画 農林水産省 水産庁 漁政部 国際課 業務係長 

田中 博之 計画評価 
国際協力事業団 林業水産開発協力部  

水産業技術協力課 
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１－３　調査日程

　1998年10月18日から10月31日まで（14日間）

１－４　主要面談者

＜インドネシア側＞

(1) 農業研究開発庁（AARD）

Dr. Djoko Budianto Director Genneral

(2) 中央水産研究所（CRIFI）

Dr. Kusumo Diwyanto Director

Dr. Fuad Cholik Senior Scientist

Ms. Venny Wahyudi Head Research Cooperation Sub Division

日順 月日(曜日) 行    程 調  査  内  容 

１ 10 月 18 日(日) 10:50 東京(JL725) 

→16:05Jakarta/JKT 
移動 

２ 19 日(月)  JICAインドネシア事務所打合せ、 
農業省農業研究開発庁（AARD）表敬 

３ 20 日(火)  在インドネシア日本大使館表敬、 

中央水産研究所（CRIFI）との協議 
４ 21 日(水) 09:10JKT(GA404) 

→20:00Denpasar/DPS 
→（陸路）→シンガラジャ 

畑井団員： 

10:50 東京(JL725)→20:10DPS 
→(陸路)→シンガラジャ 

AM）移動 

PM）JICA専門家との打合せ（ホテルにて） 

５ 22 日(木)  AM）ゴンドール研究所との協議/施設見学 

PM）ペジャラカン実験池・民間ふ化場視察 

６ 23 日(金)  AM）専門家・カウンターパートとの個別面談 

PM）ゴンドール研究所との最終協議 

７ 24 日(土)  ミニッツ案作成 

８ 25 日(日)  資料整理 

９ 26 日(月)  AM）農業大臣ゴンドール研究所視察 

PM）ミニッツ案作成 

10 27 日(火) 12:50DPS(GA407) 
→13:30JKT 

移動 

11 28 日(水)  合同評価会議、ミニッツ署名 

12 29 日(木)  資料整理 

13 30 日(金) 23:30JKT(JL)→ JICAインドネシア事務所報告、移動 
14 31 日(土) →08:35 東京 帰国 
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Ms. Theresia Lolitia N Research Cooperation Sub Division

(3) ボゴール農科大学

Prof. Kemar Sumantedinak Professor

(4) ゴンドール研究所

Dr. Ketut Sugama Director

Ms. Haryanti Shrimp Seed Production

Ms. Titiek Aslianti Fish Seed Production

Mr. Zafran Disease Control

Mr. Tridjoko Extension Plannning

＜日本側＞

(1) JICAインドネシア事務所

諏訪　　龍 所長

米田　一弘 次長

田和　正裕 職員

(2) 在インドネシアJICA専門家

岡　　貞行 農業省水産総局

(3) 多種類種苗生産計画

池ノ上　宏 リーダー

熊谷　　滋 魚類種苗生産

津村　誠一 エビ種苗生産

湯浅　　啓 魚病

松田　浩和 普及計画

石山　由夫 業務調整
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第２章　協力実施の経過第２章　協力実施の経過第２章　協力実施の経過第２章　協力実施の経過第２章　協力実施の経過

２－１　相手国の要請内容と背景

　インドネシア共和国において現在実施中の第６次５カ年計画（1994～1999）では、非石油・ガ

ス産品の輸出振興のために水産養殖の振興による外貨獲得が重要な課題として挙げられている。

　しかしながら、インドネシアの水産養殖業においては、エビ養殖の発展によりほとんどのハッ

チェリーが単一種（エビ）の種苗生産に頼っていることから、市場や環境の変化に対し非常にも

ろく、また、魚類については種苗生産が質・量ともに需要を満たし切れていないこと、魚病対策

の必要性が急激に高まってきたことなど、多くの課題を抱えている。

　かかる背景の下、インドネシア共和国は同国内における水産養殖業をさらに発展させることを

目的として、同国に適正な種苗生産技術の研究開発およびその普及にかかわるプロジェクト方式

技術協力を要請してきた。

　この要請を受け、ゴンドール研究所の機能をますます向上させることを目的として、1994年４

月より５年間のプロジェクト方式技術協力「インドネシア多種類種苗生産技術開発計画」が開始

された。

２－２　暫定実施計画（TSI）および実行計画

　プロジェクトの暫定実施計画（TSI）および５カ年実行計画は、1994年９月の計画打合せ調査時

の第１回合同委員会において協議され、署名交換された（資料２、３参照）。
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２－３　協力実施プロセス

要請提出時期 1992 年９月 
1993 年９月１日 ～ ９月 14 日（14 日間） 
総括・エビ養殖 松岡 玳良 （社）日本栽培漁業協会 
魚  病 畑井 喜司雄 日本獣医畜産大学 
魚類養殖 河野 博 東京水産大学 
水産技術協力 伊藤 敏明 水産庁海外漁業海外漁業協力室 

事前調査 
（担当・氏名・所属） 

業務調整 仲宗根 邦宏 JICA水産業技術協力課 
1993 年 11 月 15 日 ～ 12 月 13 日（28 日間） 
養  殖 望月 秀郎 三井農林海洋産業（株） 

長期調査 
（担当・氏名・所属） 

普及計画 斉藤 悦夫 JICA水産業技術協力課 
1994 年２月 13 日 ～ ２月 22 日（10 日間） 
R/D署名・交換 1994 年２月 19 日 
総  括 田所 康穂 JICA水産業技術協力課 
水産技術協力 小瀧 潔 水産庁振興部開発課 

実施協議 
（担当・氏名・所属） 

業務調整 斉藤 悦夫 JICA水産業技術協力課 
専門家派遣開始 1994 年４月１日 

1994 年９月４日 ～ ９月 17 日（14 日間） 
総括・エビ養殖 丸山 敬悟 （社）日本栽培漁業協会 
魚  病 畑井 喜司雄 日本獣医畜産大学 
魚類養殖 河野 博 東京水産大学 
普及計画 明神 寿彦 水産庁振興部振興課 

計画打合せ 
（担当・氏名・所属） 

業務調整 仲宗根 邦宏 JICA水産業技術協力課 
1995 年９月 10 日 ～ ９月 22 日（13 日間） 
総  括 菅野 尚 （社）日本栽培漁業協会 
エビ種苗生産 古澤 徹 （社）日本栽培漁業協会 
魚  病 畑井 喜司雄 日本獣医畜産大学 
魚類種苗生産 河野 博 東京水産大学 
普及計画 多和田 眞周 沖縄県水産業改良事務所 

巡回指導 
（担当・氏名・所属） 

業務調整 松山 哲 JICA水産業技術協力課 
1996 年９月 23 日 ～ 10 月５日（13 日間） 
総括・エビ養殖 丸山 敬悟 （社）日本栽培漁業協会 
魚類養殖 多和田 眞周 沖縄県水産業改良事務所 
普及計画 井上 清和 水産庁振興部振興課 

中間評価 
（担当・氏名・所属） 

業務調整 吉田 勝美 JICA水産業技術協力課 
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３．目標達成度３．目標達成度３．目標達成度３．目標達成度３．目標達成度

３－１　上位計画との整合性

　インドネシア共和国において現在実施中の第６次５カ年計画（1994～1999）では、非石油・ガ

ス産品の輸出振興のために水産養殖の振興による外貨獲得が重要な課題として挙げられている。

　また、インドネシア政府は厳しい経済危機に直面しているが、食糧自給や外貨獲得の面から農

業部門に対する財政カットを可能な限り抑えつつ、地域住民に直接役立つプロジェクトを推進し

ている。本プロジェクトの成果が生産現場でも応用可能な形に体系化されれば、比較的短期間の

うちに地域住民の所得向上や雇用創出に結びつき、また、外貨獲得にも貢献できると考えられる

ことから、本プロジェクトは上位計画と整合性を有していると考えられる。

３－２　案件目的の達成状況

　本プロジェクトにより設備・機材の充実、またカウンターパートの研究・技術開発レベルが向

上し、ゴンドール研究所はインドネシアにおける海産動物種苗生産研究の中心となっている。

　また、ゴンドール研究所周辺の民間のミルクフィッシュのバックヤードハッチェリー（小規模

ふ化場）が急増している。

　サラサハタについても、パイロットバックヤードハッチェリーで2000尾程度の種苗生産が行わ

れ、バックヤードハッチェリーで応用可能な技術として開発されつつあり、サラサハタの種苗生

産を行う民間バックヤードハッチェリーも現れている。

　以上から、案件目的はほぼ達成されたと判断される。

　しかし、サラサハタについては、採卵・種苗生産ともにまだ確定した技術とはなっておらず、

今後、安定生産できる技術とそれをバックヤードハッチェリーに応用できる簡素化・標準化した

いわゆる技術パッケージの開発が必要である。

３－３　アウトプット目標の達成状況

(1) 魚類種苗生産分野

　本プロジェクトにおける魚類種苗生産技術開発分野のプロジェクト開始時からの経過は、以

下のとおり。

　当初、目標は多魚種類対象種に対応できるような種苗生産技術開発能力の向上と種苗生産対

象魚種の選定であった。そこで当初はミルクフィッシュ（Chanos chanos）、アカマダラハタ

（Epinephelus fuscoguttutus）、スジアラ（Plectropormus leopardus）、サラサハタ

（Cromileptes altivelis）、チャイロマルハタ（Epinephelus coioides）など多魚種について、

親魚の確保、採卵および仔稚魚の飼育が試みられ、ミルクフィッシュについては種苗生産技術
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の改良が行われ、バックヤードハッチェリーに普及された。

　1996年９月に実施された中間評価と第４回合同委員会において魚類種苗生産分野の活動につ

いて協議が行われ、サラサハタが最も経済的（市場価格が高価）であり、しかも同種は最も難

しい生産対象種のひとつであるため、この技術を開発すればほかの種類にも応用できると考え

られることから、本分野では今後サラサハタに的を絞って技術開発を行うことになった。この

ことによって目標が整理され、技術開発の速度が加速された。

　魚類種苗生産部門の具体的な技術開発項目は、親魚の確保と受精卵の採集、飼料供給システ

ムの確立、仔稚魚飼育に関する技術開発である。各項目の目標の達成状況は以下のとおり。

１）親魚の確保と受精卵の採集

　1996年９月に実施された中間評価と第４回合同委員会において、サラサハタの受精卵を各

新月期ごとに平均200万粒得ることが目標として定められた。

ａ）親魚養成・産卵水槽の確保

　基盤整備費による屋内親魚水槽の建設、現地業務費と供与資材による海面いけすの設置

および研究所の既存水槽の改修によって、利用可能な水槽は数量・容量ともに十分に確保

されている。

　しかし、研究所では多くの種類の親魚養成を行っており、サラサハタの防疫態勢を考慮

すると空き水槽が不足しており、水槽の最適利用方法を検討する必要がある。また、親魚

の寄生虫病対策として、ろ過槽の設置など改良が必要になることが考えられる。

ｂ）親魚の確保

　サラサハタの親魚については、青酸カリを使用して漁獲された親魚は生残期間が短くか

ご漁業で漁獲されたもののみが産卵用親魚として利用可能なことを明らかにし、スンバワ

島およびマドウラ島でのかご漁業によって漁獲された魚を活魚業者から購入するルートが

確立されて、現在70尾の親魚を養成している。通常ハタ類の親魚養成には数年を要し、５

年間のプロジェクト期間、特に中間評価以後２年間で受精卵を得る段階に達した。

ｃ）受精卵の確保

　サラサハタは1995年１月下旬から12月末日まで連続して自然産卵し、受精卵を得ること

ができたが、この親魚群は1996年には寄生虫による疾病で全滅した。その後、再度新たに

親魚を確保して養成し、1998年７月の新月期には合計470万粒の浮上卵を得ることに成功

した。その後10月まで毎月受精卵を得ている。

　しかし、ふ化後開口するまでの生残率が著しく低く、ふ化後５日目までにほとんどが死

亡してしまうことが多く、良質な卵とは言えない状態である。
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　このように、ゴンドール研究所でサラサハタの受精卵を確保する可能性が確認されたが、

良質な受精卵を安定的に毎月200万粒を得るという生産目標には達していない。

　ただし、1998年８月からはゴンドール研究所で得られた受精卵を用いた試験的種苗生産を

行い、10m3水槽で2000尾以上の種苗生産に成功し、10月にも新たに種苗生産試験を開始して

いた。

　ゴンドール研究所において良質な受精卵が安定的に得られない原因として、寄生虫病の発

生とその防除のためのハンドリングの影響が最も大きいものと推定されている。ほかに飼育

環境および飼料の問題が挙げられるが、いまだ明確にはなっていない。

　現在、親魚養成方法の改良は試行錯誤の段階であり、その改善策についていくつかの方法

が提案できる段階に達しているが、確定的な方法は見いだされていない。

　サラサハタの催熟方法の開発については、ホルモンの打注や埋め込みが試みられている

が、その効果は十分には把握されていない。性転換技術については、天然の大型雄魚が確保

されることからこれまで開発は行っていないが、室内の親魚水槽で現在養成中の親魚には個

別標識が装着されて個体の経歴が追跡されはじめており、産卵パターンや雌から雄への性転

換についても今後明らかになるであろう。

２）飼料供給システムの確立

ａ）生物飼料の培養

　魚類種苗生産に必須の飼料生物であるワムシの培養に必要なNannochloropsis sp.をは

じめとする単細胞藻類とワムシ（Brachionus plicatilisとB. rotuniformis）の培養技術の

技術移転は、時間を要したが完全に行われ、ゴンドール研究所に適応できる培養システム

が完成された。現在ではカウンターパートの指示によって技術者が安定的に培養を継続で

きる段階に達している。しかし、培養密度は低く、熱帯域での最適培養株の形成など改良

点が残っている。ワムシについては現地産の小型ワムシ（Brachionus rotuniformis）SS

株を分離し培養を行っている。

　ハタ類の初期飼料として有効である海産コペポーダのノープリウス（幼生）について

は、Acartia sinjiensisの大量培養実験が試みられ、養殖池のコペポーダの種組成の季節

変化が調査されたが、仔稚魚の飼育において大量にノープリウスを投餌する方法はいまだ

開発されていない。

ｂ）配合飼料の開発

　仔稚魚に用いる配合飼料については、サラサハタにおいて日本製の仔稚魚用配合飼料の

有効性が立証されている。仔稚魚の栄養要求や配合飼料の栄養強化方法などについては、

分析機器の未整備などの理由で進展度合が小さい。今後は仔稚魚用の配合餌料をインドネ
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シアで製造することを検討しなければならない。

　親魚用の飼料については生魚を用い、イカ肉の有効性が明らかになっているが、良質な

卵を得るための栄養強化方法の開発など、体系的な実験を行うまでには至っていない。

３）仔稚魚の飼育

　1995年の中間評価と第４回合同委員会において魚類種苗生産ではサラサハタに的を絞って

技術開発を行うことになり、ふ化から変態が完了した稚魚期までの生残率を５％に上昇させ

る数値目標が立てられた。

ａ）仔稚魚飼育施設の整備

　ふ化場（仔稚魚飼育施設）が完成し、すべての設備が高度に利用され、現在では飼育設

備が不足気味でゴンドール研究所の予算で飼育設備が拡充されている。また、パイロット

ハッチェリーも建設され、民間への普及を想定したサラサハタの種苗生産試験がなされて

いる。

ｂ）種苗生産にかかわる基礎知識の蓄積

　サラサハタの仔稚魚の形態と行動の発育、摂餌生態、環境の影響、死亡要因など種苗生

産技術開発を行ううえで必要な基礎的情報が得られ、その内容は「サラサハタ種苗生産技

術開発報告」として印刷の準備がなされている。

　このような情報の入手のための調査研究によってカウンターパートに種苗生産技術を開

発するための手順、科学的な研究計画作成方法、科学的データの入手方法、データの処

理・解析方法などの移転が試みられており、ゴンドール研究所の科学的能力の向上に貢献

している。これらの知識の基礎的部分はカウンターパートが理解しつつあるが、今後は、

高度な生物学的知識と実験手法などを得るような科学的指導も必要なように思われる。

ｃ）仔稚魚飼育技術の開発

　プロジェクト前半では多くの魚種の種苗生産試験を行った、なかでもミルクフィッシュ

の種苗生産では採卵方法の改良と底掃除方法の改良がなされ、民間のバックヤードハッ

チェリーにその技術が移転されて生残率の向上がなされている。

　サラサハタについては１m3容の水槽を用いてふ化仔魚から稚魚までの飼育実験が精力的

に行われ、変態を完了した稚魚にまで飼育することに成功し、上記の飼育技術開発に関す

る科学的データが集められた。しかし、ふ化仔魚から変態が完了した稚魚までの生残率は

いまだ０～８％であり、低率で不安定である。

　現在用いている飼料系列はＳ型ワムシ→アルテミアのノープリウス（幼生）→仔稚魚用

配合飼料であり、この飼料系列でサラサハタの種苗生産が可能であることが確認されてい

る。しかし、今後コペポーダのノープリウスを開口直後のエサとして用いる技術開発が進
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めば飛躍的に生残率が向上することが期待され、基礎的な実験はすでに始められている。

　パイロットバックヤードハッチェリーにおいては、10m3容の水槽で1998年１月より

Situbondo Stationからのサラサハタの受精卵を用いて３例の、同年８月からはゴンドー

ル研究所で得られた受精卵を用いて２例の試験的種苗生産が行われている。これまでに

10m3容の水槽で変態が完了した稚魚を最高4650尾で生残率1.6％の生産をしているが、いま

だ生残率は低く不安定である。これまでのパイロットバックヤードハッチェリーでの試験

的種苗生産の５例すべてにおいて少数ではあるが生産に成功しており、うち２例では2000

尾以上の稚魚を得ている。この試験的種苗生産では先述の飼料系列を用いて、稚魚が人工

配合飼料にえづくふ化後35日まで水槽の底掃除をしないことにより生残率を上げている。

　現在のところ生残率は低く不安定ではあるが、サラサハタの種苗生産の可能性は確認さ

れた段階であり、今後収容密度、飼料生物の栄養強化、エアレーションや底掃除などの飼

育管理手法を改良することによって、生残率５％の数値目標を達成できると考えられる。

今後は生残率を目標とするよりも、10m3容の水槽で2000～3000尾の稚魚を安定的に生産す

る技術開発が目標になると考えられる。

(2) エビ種苗生産

　本分野は、特に、ウシエビ親エビの人工養成と成熟・産卵技術、種苗生産技術の改良を主目

的として行われた。各項目の目標の達成状況は以下のとおり。

１）親エビ養成技術の改良

　現在、ウシエビ種苗生産用の親エビはほとんど天然に依存しており、今後天然親エビの不

足やウイルス性疾病などが懸念されることから、人工親エビの養成技術が望まれている。本

プロジェクトにおける親エビ養成では、素堀り池で実用的な質の高い親エビ養成を行い、ゴ

ンドール研究所内の水槽で成熟、産卵させることが計画された。

ａ）親エビ地中養成の実用性検討

　池での養成では、ネガラ池の一部とペジャラカン池の一部（それぞれ2000m3ずつ）を使

用して親エビの養成が試みられた。両池とも環境条件が十分ではなく、ネガラ池は底質の

悪化や洪水によるオーバーフローが頻繁に起こるほか、ゴンドール研究所から遠いため管

理が十分にできない不便があった。ペジャラカン池はもともと塩田となるような砂地の場

所にある池で、海水の交換が悪く、自然のままだと塩分が50％まで上がってしまうような

場所である。そのため、1995年に海水ポンプ・淡水給水装置を設置して飼育環境の向上に

努めた。

　当初、両池に数回、20～30ｇのエビを収容して飼育が行われたが、60～70ｇ程度までは
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成長するものの、洪水、底質の悪化、盗難などのために十分成熟したサイズのエビは得ら

れなかった（ネガラ池で１回だけ100ｇサイズのエビが養成され、大量採卵できたが、ふ

化幼生は得られなかった）。

　1996年～1997年にかけて、素堀り池で１次養成を行ったのちに一度取り上げ、大きいサ

イズの個体を選別し再収容して２次飼育を行い、150ｇ以上の大型エビを養成する試験が

行われた。民間の養殖場で飼育された27ｇのウシエビをネガラ池、ペジャラカン池へ、そ

れぞれ2000尾ずつ収容して約４カ月飼育を行った。その結果、両池で約57ｇのエビを取り

上げ、生残率はそれぞれ、71.7％、68.6％と良好であった。これらのうち1000尾をペジャ

ラカン池へ収容して７カ月間養成し、生残率は悪かったが、雌で平均体重118ｇ、最高191

ｇの親エビが得られ、産卵させて種苗生産を行うことができた。

　ペジャラカン池では、その後1997年～1998年に１haの池を３区画に分割し、それぞれ

2000m3の区画に成長促進試験としてバクテリアを添加し、飼育試験を行った。底質の悪化な

どで生残率が低く、明確な試験結果は得られなかったが、それぞれ15～25％の生残率で、

雌で約80ｇの親エビが養成された。これらのうち、各区から大型のエビをそれぞれ20ペア

選別し、ゴンドール研究所の飼育水槽へ収容し眼柄処理によって成熟産卵試験を行ったと

ころ、１カ月間に合計17回の産卵がみられ、産卵数は約170万粒であった。これらの卵から

ふ化した幼生を飼育したが、初期の死亡率が大きく、種苗生産に使用するためには150ｇ以

上の大型親エビを養成することが必要と考えられた。現在（最終評価調査時点）１次養成

したこれらのエビのうち1000尾をペジャラカン池に再収容して２次養成を行っている。

　このように、素堀り池に20～30ｇのエビを収容し、１次飼育として70～80ｇ程度のエビ

を養成し、さらに２次飼育で150～200ｇの親エビを生産することができた。大型エビの養

成には７～８カ月の２次飼育が必要であるが、条件の整った池で養成すれば十分可能であ

り、成熟産卵させて種苗生産に使用できることが証明された

　池での養成試験のほか、ゴンドール研究所内のキャンバス水槽、フローティング水槽、

モデルハッチェリーに付属した沈殿池などを使用して養成試験を行ったが、いずれも成長

が悪く、疾病の発生などもあって養成は困難と考えられた。

ｂ）成熟・産卵促進技術開発

①　成熟促進餌料の開発では、ビタミンC 0.1～0.15％、ビタミンE 1.0～1.5％、ビタ

ミンA 0.03％、レシチン3.0％、リン酸脂質1.5％、植物ステロール0.5％、アスタキサ

ンチン0.4％を添加した配合飼料が成熟促進に効果があることを解明した。

②　産卵促進試験では、眼柄処理により成熟産卵させる技術が確立された。眼柄処理の方

法としてアルコール注射による方法の効果が示されたが、産卵のばらつきが大きく、眼

柄切除または結索のほうが優れていることを解明した。また、大きなサイズの親エビで
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は眼柄処理を行わなくても産卵するが、産卵までの時間が長くなり、同調的に短時間に

産卵させるためには眼柄処理が必要であることも解明した。

③　電気ショックにより雄親より精きょうを取り出し、脱皮によって精きょうをはずした

雌に挿入して人工授精を行う方法を開発した。ただ、この方法によって産卵させ受精卵

を得ることは可能であるが、卵質にばらつきがある場合が多く、現段階では大量生産で

実用化するまでにはいたっていない。

ｃ）遺伝育種

①　アイソザイム分析によってインドネシア周辺海域のウシエビはいくつかの系群がある

ことを解明した。

②　上記の人工授精法によって異なった地域のウシエビによる人工交配、優良形質の育種

の可能性が示された。

２）仔稚エビの飼育

　ウシエビの仔稚エビの飼育技術は、本プロジェクトの開始前までにほぼ確立され、５万～

10万/m3の高い密度でノープリウスを収容して、30～40％の生残率で飼育が可能となってい

る。これらの技術はカウンターパートに移転され、人工配合飼料の作製技術やエビ種苗生産

に必要なケイ藻類をはじめ微細藻類の種培養から大量生産への拡大技術なども確立してい

る。しかし、近年、種苗生産中にビブリオ病が発生し種苗生産が不調になるケースが多く、

民間の養殖場ではその対策として大量の抗生物質を使用して生産が行われている。

　本プロジェクトにおけるエビ種苗生産分野においては、このビブリオ病を防除し生産を安

定させるために、抗ビブリオ細菌を用いたバイオコントロール法による種苗生産技術の改良

が中心課題となった。

ａ）周辺の海域から分離された123株の細菌から、ビブリオ病の原因菌であるVibrio harveyi

の成長を阻害する細菌としてBY-9が選定され、これを飼育水に毎日添加して飼育を行っ

た。その結果、添加しない飼育に比べ成長と生残率が大きく向上し、抗生物質の使用量を

大幅に抑えることができた。

ｂ）小型水槽での試験を行ったのち、18m3水槽での種苗生産試験を行い、BY-9を添加した飼

育ではPL-10での生残率が46.1％で、コントロール区の10.6％より大幅に向上し、成長で

も10％の差がみられた。

ｃ）このBY-9は、Vibrio harveyiに対する拮抗作用だけでなく、エビ幼生に摂餌され飼料と

しての効果もあると考えられている。そして、今後民間の種苗生産場においてこのバイオ

コントロール法の実地試験も計画されている。ただしこのBY-9の飼育水への添加効果の

メカニズムが十分には解明されておらず、今後、効果のメカニズムを明らかにしていくこ
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とが必要であろう。

(3) 魚病分野

　各項目の達成状況は以下のとおり。

１）現地調査

ａ）エビ・魚類養殖場の疫学的調査

　バリ、東ジャワ、スンパワ島で実施されたことで当初の目標は達成できたが、今後さら

に、インドネシア各地で調査を実施することが望まれる。

ｂ）病原体の分離技術

　現場における病原体の分離技術が習得された。

２）診断技術の向上：

ａ）病原体の同定

①　生物学的および生化学的性状（細菌）

　ビブリオ属の細菌に関しては同定技術を習得し、容易に同定することが可能になっ

た。

②　形態的特徴からの同定（真菌・寄生虫）

　魚類に寄生する寄生虫の形態観察およびノコギリガザミの卵・幼生に寄生する真菌類

の観察法に関して、基礎的な知識を身につけた。

③　ウイルス病診断のためのPCR法

　PCR (polymerase chain reaction)を行なうための器具機材を整備し、専用の部屋を

整備した。また、エビのウイルス病であるwhite spot syndromeをPCR法により実際に

診断できるようになった。このことから、今後、新たなウイルス病が発生した場合にも

この技法が活用できるものと判断される。

ｂ）簡易診断法の開発

①　細菌病に対する免疫学的診断法：ウサギを使った抗血清を作成する技術を習得し、そ

れを使用した擬集反応試験で細菌の同定を行なうことが可能となった。

ｃ）病理組織学

①　り病した魚介類の病理組織標本作成

　日常的に、病理組織標本を作成して診断する技術を習得しており、そのための研究室

が新たに整備された。

②　染色法による病原体の検出

　HE染色、ギムザ染色、PAS反応を日常的に行えるようになった。今後、特殊染色技
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術の習得、および作成した標本の病理変化を判読できる技術を習得する必要がある。

３）魚病の防除

ａ）環境要因による病気

①　水質

　病気の発生と水管との関係については十分に検討されていない。環境中の細菌数、特

にビブリオ菌の消長を適碓に把握することにより病気の発生を予知することが、今後の

検討課題である。

②　飼育密度

　飼育密度と病気の発生状況との関連性を明らかにしていくことが、今後の検討課題で

ある。

ｂ）栄養欠乏による病気：

①　ビタミン欠乏症

　サラサハタ幼魚のビタミンBlおよびＥに関し、若干の知見を得られたことは評価され

る。今後は、他魚種およびビタミン類、さらにはアミノ酸などの栄養欠乏症について検

討していく必要がある。

②　飼料の酸化や過酸化脂質による中毒症

　生きえの酸化が稚魚に対して有害であることを、飼育実験および病理組織学的に証明

した。

③　細菌や寄生虫による病気

　細菌病に対しては有効な薬剤が販売されており、それらを薬剤感受性試験に基づいて

適宜使用していく技術は確立されている。また、ハタ類やナポレオンフイッシュのえら

や体表に寄生する単生類および白点病対策についてはかなり検討され、有効な方法も開

発されつつあるが、まだ十分とはいいがたい。今後、新たな寄生虫病が発生することも

十分に考えられることから、これらの対策法の確立は今後も重要な課題であると思われ

る。また、病気の発生を未然に防ぐことは極めて重要なことであり、この点に関し、免

疫賦活剤を応用していくことなどの検討が必要である。

４）病気の治療法開発

ａ）治療

①　人為感染試験

　数種類の病原体について人為感染試験を行い、病徴を再現させることに成功している

が、このことは今後、治療薬を開発したり、ワクチンの試験を行ったりする際の基礎と
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なる。このような試験を行う技術は十分に確立された。

②　ワクチン開発に関する基礎的研究

　ウシエビではビブリオ病が問題となっているが、この病気に対してワクチンの有効性

を検討しており、若干の有効な結果を出している。この試験を通して、ワクチンの評価

法についての技術を習得した。今後、薬剤では治療困難なさまざまな病気が発生するこ

とは想像に難くないことから、この技術が有効に生かされることが必要である。

５）技術普及

ａ）マニュアル刊行

　魚病診断マニュアル、また、PCRの手技に関する小冊子を刊行した。今後は、漁民用の

魚病診断・治療対策の小冊子を刊行することが必要である。

ｂ）セミナーおよび魚病研修会の開催

　今後、セミナーおよび魚病研修会だけではなく、バックヤードハッチェリーに魚病に関

する診断・対策技術を普及していくことが必要である。

ｃ）論文発表

　CRIFI（中央水産研究所）報告書特別号などに論文を発表したことは評価されるが、今

後は国際雑誌に英文で書いた論文を投稿することが望まれる。

(4) 普及計画

　普及計画分野は、協力期間前半、どのような活動を行いどのような成果を出すのかについて

はっきりした方針が立っていなかった。その理由として、次の２つがあげられる。

１）R/Dに記載された「普及（Extension）」「普及員（Extension worker）」および「普及

員の訓練（Training of extension worker）」という言葉について、インドネシア側と日本

側の間に解釈の違いがあった。ゴンドール研究所がその機能のひとつとして普及計画の予算

を確保して普及員の訓練を行い、それに対して普及機能の向上をJICAプロジェクトが支援

するというのが日本側の解釈であった。それに対して、ゴンドール研究所が技術の伝播

（Dissemination）を行うことは必要不可欠であるが、普及や訓練の機関ではないから普及

員訓練のための予算を確保することはできない、しかし、他機関が予算を用意した場合には

ゴンドール研究所での訓練も可能である、というのがインドネシア側の解釈であった。

２）1995年４月に農業省の機構改革が行われて、農業研究開発庁（AARD）の下に農業技術実

証試験研究所（BPTP）という技術普及に関係の深い機関が設立された。また農業省の下に
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は、このほかに農業教育訓練庁（AAET）という教育訓練普及を担当する機関があるし、各

地方州政府およびその下の地方自治体には地方水産事務所（Dinas Perikanan）という水産

総局（DGF）管轄下の機関があって、普及員を擁している。すなわち、どの機関をゴンドー

ル研究所の技術普及の対象とするのかが明らかでなかった。

　この問題に関しては、1997年の６月にAARDとJICAの間で覚え書き（Memorandum）を取

り交わして日・イ間の解釈の統一を図った。覚え書きの要点は次のとおりである（Ｐ.85資料

４参照）。

・ゴンドール研究所における技術的成果を普及（E x t e n s i o n）するということと伝播

（Dissemination）するということは同じ意味である。

・全国に11カ所のBPTPと６カ所のLPTP（農業技術実証試験ステーション。BPTPと同じ機

能を持つが、ステータスがBalai＜研究所＞より１ランク下のLoka＜支所＞で、いずれは

BPTPに格上げされる）が設置され、その主要な任務は、各地域ごとに普及するべき技術を

実証試験を通じて明らかにすることである。ゴンドール研究所の技術普及の対象は、BPTP/

LPTPばかりでなくDGFおよびAAETも含まれる。

・インドネシア側はゴンドール研究所とBPTP/LPTP、DGF、AAETの関係の緊密化をはか

り、ゴンドール研究所の技術普及能力強化のために必要な措置をとる。

・CRIFIはJICAに対して1997年度予算で技術普及活動のための予算を確保するように要請す

る。

各項目の達成状況は以下のとおり。

ａ）現状調査

①　民間バックヤード・ハッチェリーの経営および技術に関する調査

　ゴンドールエリアにおける民間のミルクフィッシュバックヤードハッチェリーの現状

について、1997年６月から12月にかけて、専門家とカウンターパートが調査を行ってい

る。

　これによると、この時点で214の経営体により779ユニット（稚魚の飼育槽と、エサと

なるワムシなどのプランクトンを培養するための水槽がセットになったもの。稚魚の飼

育槽に対して、必要となるエサ用プランクトン培養のための水槽の大きさはおのずと決

まってくる）のバックヤードハッチェリーが稼働しており、働いている技術者数は546

人となっている。この214の経営体のうち、176の経営体がゴンドール周辺に集中してお

り、ゴンドール研究所がこれらの普及に影響を与えていることがわかる。またバック

ヤードハッチェリーにおける労働者としては、ここでいう技術者以外に、出荷の袋詰め

や動力ポンプの燃料補給などに従事するものがおり、その数は技術者の倍はいると推定
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されている。

　現在のミルクフィッシュ種苗の出荷価格は40Rp/尾とのことであるが、10Rp/尾を切る

と経営が成り立たなくなると試算されている。（経済危機により、一時は11Rp/尾まで

下がった）。また、技術者により歩留まりがかなり違うことから、いかに優秀な技術者

を抱えているかが経営に大きな影響を与えることになる。

②　有用魚種の種苗に関する市場調査

　ミルクフィッシュとサラサハタの種苗についてのマーケット調査を行った。サラサハ

タについては、３㎝のもので5500Rp/尾、５㎝のものでは１万Rp/尾となっている。

　また親魚については、サラサハタで15万～20万Rp/尾とのことであるが、昨年はバリ

では入手できていない。ミルクフィッシュについては３尾入りで3000～4000Rp/尾となっ

ている。

ｂ）技術の普及

①　普及スタッフのための訓練

　中間評価時の合同委員会において、BPTPから１名のカウンターパートをゴンドール

研究所に配置し、普及活動を強化するための計画があるとのことであったが、実際には

BPTPの下部組織である農業技術研究調査所（IPPTP）から職員が派遣され、長期のオ

ンザジョブ・トレーニングを行っている。これについては、ひと月おきに計４カ月間、

ミルクフィッシュの種苗生産技術について卵から稚魚の生産（餌となるワムシの培養も

含む）まで実際にトレーニングを行い、終了後レポートが提出されている。

　研修コースについては1997年と1998年に２回開催されている。1997年については８月

に、各地のBPTP、IPPTP、農業技術評価研究ステーション（LPTP）の職員12名を対

象に、主にミルクフィッシュの種苗生産技術（魚病も含む）の研修を行った。この研修

コースの参加者に対してアンケートを行ったところ研修期間が短すぎるとの意見が多

かったことと、参加者の年齢が高く、所長などの役付きの者が多かったことから、1998

年の研修コースについては、今後実際に普及活動をしていく人を対象に６名に絞り、９

月から１カ月かけて行っている。

②　実証試験

　専門家により、ゴンドール研究所内のパイロットバックヤードハッチェリーでミルク

フィッシュ、サラサハタとも８回以上の実証試験が行われている。サラサハタについて

は共食いを行うことから、成長の途中で大きさによる分別をすることにより歩留まりが

かなり違ってくることがわかった。

　また、これらの実証試験により、卵が壊れやすいため取り扱えない時期があること
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や、底掃除の方法などの技術が確立されていった。

③　研究成果の普及

　マニュアル、テクニカル・レポート、ブックレット、パンフレット、テキストブッ

ク、ニュースレターなどを刊行した。ニュースレターについては日本および東南アジア

の研究機関へも配布されている。

　また、漁民や養殖業者へのセミナーなどが５回開催されている。

３－４　インプット目標の達成状況

(1) インドネシア側投入実績

１）プロジェクト予算の充当

　ゴンドール研究所の予算は、人件費や電気代などの施設を維持運営するためのルーティン

予算と、研究プロジェクトの実施ための開発予算の２本立てになっている。これらの予算に

ついてはプロジェクトの開始時から安定的に確保されている。1997年後半から経済危機に直

面し、開発予算の大幅削減が危惧されたが、インドネシア側から提出された資料によると、

今年度予算は前年度を上回る額が確保されている。開発予算のなかには、多種類種苗生産

（Multispecies Hatchery：モデルハッチェリー）プロジェクト以外の研究開発（ノコギリ

ガザミ・ナマコ・ナポレオンフィッシュ）の予算もあり、およそ７～８割がモデルハッチェ

リープロジェクトに充当されていると思われる。これらの額については、経済危機のなかで

は評価すべきものであると考える。

２）カウンターパートの配置

　プロジェクトのカウンターパートとしては所長のほか、魚類種苗生産９名、エビ種苗生産

６名、魚病４名、普及計画３名の23名が配置されている。

　普及計画分野については、３名のうち１名は米国へ留学中であるが、その他のカウンター

パートについては、通常業務としてハタの親魚養成、研究所の来庁者（研究生など）の対応

などを行っているが、フィールド調査やパイロットバックヤードハッチェリーにおける実証

試験を専門家とともに行っている。

　このほか、長期間のオンザジョブ・トレーニングのために、IPPTPからカウンターパート

として職員が派遣されるなど、適正な要員配置がなされていると判断される。

３）土地、建物その他の施設提供

　エビ養殖プロジェクトから引き続き利用され、十分な施設が確保されている。
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第４章　案件の効果第４章　案件の効果第４章　案件の効果第４章　案件の効果第４章　案件の効果

４－１　案件の効果

(1) プロジェクトレベルの効果

１）本プロジェクトにより設備・機材の充実、またカウンターパートの研究・技術開発レベル

が向上し、ゴンドール研究所はインドネシアにおける海産動物種苗生産研究の中心となっ

た。

２）プロジェクトを通じて、日本の関係機関、研究者との交流が促進され、カウンターパート

の学位の取得、情報の入手などに大いに貢献している。

３）プロジェクトの実施により、ゴンドール研究所は開発予算を優先的に獲得できるように

なった。また、ミルクフィッシュ、サラサハタの受精卵、ワムシや植物プランクトンの原種

を販売することによって、自主財源も確保できるようになった。

(2) セクターレベルの効果

１）ミルクフィッシュの種苗生産技術開発を行い、生産性の向上が図られた。

２）サラサハタ、シーバス、エビ類などの種苗生産技術を開発あるいは改良し、これらの魚種

がミルクフィッシュのバックヤードハッチェリーで生産が可能であることを示した。今後、

さらにこれらの技術をマニュアル化・パッケージ化することによって、ミルクフィッシュ以

外の種苗生産技術の普及が可能となるものと考えられる。

３）ゴンドール研究所周辺の民間のミルクフィッシュバックヤードハッチェリーが急増した。

また、卵を生産販売する協同組合や民間施設が建設され、バリ島北西部にミルクフィッシュ

の生産センターが形成された。

４）生産されたミルクフィッシュ種苗は、養殖されて食用にされるほか、カツオ・マグロ漁業

の釣りえとして販売され、外貨の獲得に貢献している。

(3) 地域レベルの効果

１）ミルクフィッシュのバックヤードハッチェリーの増加と高い収益のため、地域住民の経営

参加と雇用機会の創出が行われた。

２）ゴンドール研究所がこれら地域の民間ふ化場に対し、技術指導を行う体制ができている。

３）これらバックヤードハッチェリーの急増により、ミルクフィッシュの生産が過剰ぎみに

なったため種苗価格が下落傾向にある。しかし、すでに一部のバックヤードハッチェリーで

はサラサハタの種苗生産を取り入れるところが出現し、今後多種類の種苗生産技術が普及す

れば、地域の種苗生産センターとしての可能性はさらに大きくなると考えられる。
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４－２　効果の広がりと受益者の範囲

　ゴンドール研究所周辺を中心にしたバリ島北西部にミルクフィッシュの生産センターが形成さ

れ、バックヤードハッチェリー経営者の増加や雇用機会が創出された。

　地域の核として受精卵の供給基地があり、周辺のバックヤードハッチェリーがあるという、い

わゆるコア・アンド・サテライトといった形での生産形態が形成され、種苗販売収益が見込まれ

る状況になれば、バリ島だけでなくほかの地域にも普及すると思われる。ミルクフィッシュだけ

でなく、その他の魚種も含めた種苗生産が産業となり、外貨の獲得や養殖を通じて食料生産が増

加し、また、漁民の生活向上に貢献することが期待される。

　現在インドネシアでも環境保護の関心が高まりつつあるが、養殖業の振興による漁業生産の増

加や雇用の促進などにより、現在も行なわれている毒物やダイナマイトを使った環境破壊的漁業

圧力が減少する。
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第５章　自立発展の見通し第５章　自立発展の見通し第５章　自立発展の見通し第５章　自立発展の見通し第５章　自立発展の見通し

５－１　組織的自立発展の見通し

　モデルハッチェリープロジェクトの実施を通して、ゴンドール研究所の種苗生産能力は確実に

向上しており、終了時評価調査団のバリ滞在中に農業大臣が来所し、視察していったことからも

わかるとおり、重要な沿岸養殖研究所として認められてきている。

　また、「博士号を取得した研究員が３名以上」というBalai（ゴンドール研究所は研究所という

名称だが、ステータスはLokaである）への条件についても、現在４名の博士号を取得した研究員

がおり、すでにBalaiへ昇格する準備ができている。合同委員会においてもBalaiへ昇格すべきとの

意見が出されており、昇格されるならば自立発展の見通しはさらに明るいものとなる。

５－２　技術的自立発展の見通し

(1) 魚類種苗生産分野

　これまでの技術移転によって、海産仔稚魚の種苗生産技術開発に必要な基本的な親魚養成採

卵技術、飼料生物培養技術および仔稚魚飼育技術については、カウンターパートが十分に獲得

している。特に、これまでに日本での研修を受けたカウンターパートの飼育技術水準は高い。

すでにカウンターパート自身によって、試行錯誤的ではあるが飼育技術改良を進められる段階

に達しており、魚類種苗生産分野においては、インドネシア側研究者により、経験と試行錯誤

を繰り返しつつ自立的に発展させることが可能であると判断される。このことは、設備の貧弱

なバックヤードハッチェリーにおいてカウンターパートの指導のもと、少数で不安定ではある

がサラサハタの種苗生産に成功していることからも明らかである。

　サラサハタの種苗生産では現在、日本製の仔稚魚用配合飼料が用いられているが、インドネ

シア国内での配合飼料の開発が必要であり、栄養化学部門で開発が可能であると判断される。

　しかし、種苗生産技術開発を科学的・論理的に進めるには、全体としては科学的知識と研究

経験の不足から困難な面があるように思われる。インドネシアに限らず発展途上国では産業に

直結する試験、魚類種苗生産分野ではたとえば何尾サラサハタを生産するかといったような実

利的なところに目が向き、試行錯誤の繰り返しによって技術改良をする傾向があり、科学的事

実の積み重ねによって論理的に技術開発をする方法論を軽視する傾向がある。今後のさらなる

発展には、科学的手法を用いた論理的技術開発の方法の発展が望まれる。これらは、今後、日

本をはじめとする先進国の大学や研究所への留学や研修を進めることによって、徐々に獲得さ

れるものと思われる。
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(2) エビ種苗生産分野

　ウシエビの親エビ養成では、現在種苗生産用の親エビはすべて天然漁獲されたものである

が、現段階では深刻な親エビ不足の状況にはなっておらず、現段階では本技術は使われていな

い。しかし、今後疾病の発生や親エビの漁獲が減少し、人工養成の必要性がでてきた場合、民

間の条件が整った素堀り池において、ここで行われた養成～成熟・産卵の試験結果を応用した

親エビ養成が行われるものと考えられる。

　種苗生産については、すでに民間でも技術が確立しているが、先述したように疾病防除のた

め抗生物質を大量に使用しなければ生産ができない状況になっている。このような状況を改善

するため、本プロジェクトで開発されたバイオコントロール法の利用が期待される。

　しかし、この方法におけるBY-9の効果のメカニズムが必ずしも明確になってはおらず、今

後さらに試験を行っていく必要がある。また、これから民間の養殖場で実地試験も計画されて

いるが、BY-9の生産量なども含め、大量生産へ応用し普及させていくための条件検討が必要

である。これらの点に関しては、環境問題も含めた新しい技術開発としてゴンドール研究所内

でも開発のプライオリティーは高く、プロジェクトが終了した後も継続される可能性は高い。

　本分野でのカウンターパートは、ほとんどが長い業務経験があり、それぞれに種苗生産・親

養成・人工飼料開発など専門的な技術を持っている。特にバイオコントロールは、カウンター

パートのドクター論文のテーマになっており、今後高知大学においてドクター取得の可能性が

高い。その他のカウンターパートについても、技術レベルは高く、セミナーでの発表やテクニ

カルレポートの作成なども行っており、研究開発の自立発展は可能である。

(3) 魚病分野

　これまでの技術援助を通して、カウンターパートは魚病診断技術の基礎を習得しており、今

後自立発展できる要因は、十分にあるといえる。

　しかし、サラサハタについて新たな病気が発生している状況にあり、さらに種苗生産された

稚魚を養成する段階での病気を検査する機会はまだなく、漁民に普及させるためには少なくと

もこれらの問題を解決する必要がある。また、まだほとんど手が付けられていない問題とし

て、ハタ類のウイルス病や環境性・飼料性疾病などもある。これらの病気に対応できるように

するためには、さらなる技術指導が必要であると考えられる。

　今後の自立発展には、下記の要因が必要である。

１）各種魚病診断を可能とするための、環境整備（隔離実験槽、無菌室など）を行う。

２）器具機材のさらなる追加および充足。

３）日本での技術研修を通しての、最新の診断技術の習得。

４）成果を研究論文（英文）として積極的に海外に発表していくこと。
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(4) 普及計画

１）現状

　ミルクフィッシュのバックヤードハッチェリーの普及については、当初ゴンドール研究所

から民間バックヤードハッチェリーへ卵の無償配布をしていたが、民間バックヤードハッ

チェリーが60まで増えた時点で安定供給が難しくなったことから、協同組合（コニカ・セラ

タ）を作って卵の管理をさせることになった。研究所は協同組合へ１卵当たり２Rpで売却

し、協同組合が民間バックヤードハッチェリーへ公平に売却するようにしている。現在で

は、協同組合は、組合費と銀行からの借入れにより２つの水槽を作って親魚養成をしてお

り、みずから卵の生産を行っている。インドネシアでは経済活動の中心を協同組合に置くこ

とになっており、政府の補助金により第３の水槽が今年の３月に完成している。このバック

ヤードハッチェリーの急速な普及には、ゴンドール研究所を核とした技術の伝播が大きな役

割を果たしたといえる。

　サラサハタについては、ほんの一部の民間バックヤードハッチェリーが種苗生産に成功し

ているにすぎないが、ブックレット（手引き書）をすでに作成しており、今後はこれを用い

て研修会を開催し、技術の伝播を図る予定である。また、サラサハタの種苗生産の実証試験

を行うため、環境庁の予算を要求しているところであり、ゴンドールエリアにおいては自立

した普及活動がなされるものと思われる。

２）今後の普及

　研究所で得られた科学的知見や開発した技術を公的機関および民間機関に普及させていく

ことは、ゴンドール研究所の最も重要な機能のひとつであるが、ゴンドール研究所は基本的

には研究・技術開発機関であり、実際の普及活動はBPTP（農業技術実証試験研究所）など

が行っていくべきものと考えられる。しかし、BPTPは1995年に組織改正により新たにでき

た機関で、2002年までに整備されることとなっており、いまだ十分な普及活動が行える組織

には成熟していない。このため、今後もゴンドール研究所が中心となって研修会やオンザ

ジョブ・トレーニングなどを通じてこれら機関への技術の伝播・普及を図り、将来的に

BPTPがみずからの予算で普及のための活動ができるよう、バックアップしていく必要があ

る。最近、BPTPはみずからの旅費でゴンドール研究所へ調査に来たり、研究所長を講師と

して招いたりしているということなので、将来的にはBPTPが主体となった普及活動を行える

ものと思われる。

　他のエリアでの普及活動については、ゴンドールエリアをモデルケースとして分析し、

BPTPが主体となり研修コースやセミナーなどを開催し、漁民らへ普及していくことが望ま

しい。ただし、何もない状態からの普及は難しく、核となる組織が必要と思われる。特に卵
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の供給が重要であり、ゴンドールにおける協同組合のようなものを組織する必要があると思

われる。

　ミルクフィッシュの種苗は主に東ジャワの養殖業者へ売却されているようであるが、まだ

天然種苗の方が多く生産されているものと思われ、種苗が余っているといった状況にはなく

需要は十分にある。また、サラサハタの種苗は香港、シンガポールへ輸出されているほか、

一部は観賞用としてジャカルタへ売却されている。ハタの養殖は、種苗がないことも原因で

現在はあまり盛んでないが、今後大量の種苗生産が可能となった場合の売却先の問題は検討

しておく必要がある。

５－３　財務的自立発展の見通し

　ゴンドール研究所では、ルーティン予算と開発予算が現在までのところ安定的に確保されてい

る。

　また、ゴンドール研究所で生産された種苗やプランクトンは、職員組合を通して民間業者へ売

却されているが、研究所から職員組合へ売却して得た収益はインドネシア政府の歳入となり、こ

のうちの20％が研究所のメンテナンス経費に当てられることになっている。1998年度については、

９月末の時点で6200万Rpの収益があったとのことで、単純計算では1240万Rpが特別財源として確

保できることになる。

　これらのことから、財政的な自立発展の見通しはきわめて明るいと言える。
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第６章　フォローアップの必要性第６章　フォローアップの必要性第６章　フォローアップの必要性第６章　フォローアップの必要性第６章　フォローアップの必要性

６－１　協力期間延長の要否

　魚類種苗生産、魚病、普及計画の３分野で、２年間のフォローアップの実施が必要であると考

えられる。

　本プロジェクトの成果が直接漁民に役立つためには、多種類の種苗生産技術を開発し、それを

マニュアル化・パッケージ化して民間のふ化場で応用できるような形にすることが必要である。

多種類の種苗生産技術という考え方のなかで、ハタ類の種苗生産技術開発が、最も望まれ、また

技術開発が困難なもののひとつである。したがって、この技術を開発すれば他の種類にも応用で

きると考えられることから、本プロジェクトの中間評価以来、サラサハタに重点を絞って種苗を

生産する技術は開発された。しかし、まだこの技術は種苗生産の現場で十分利用できるような段

階にはなっておらず、種苗生産技術をマニュアル化して親魚養成も含めた技術のパッケージ化を

行うためにはフォローアップが必要である。

　種苗生産技術のマニュアル化、技術のパッケージ化を行うためには、魚病分野の支援が不可欠

であると判断される。魚病に関しては、健康な親魚の作出、稚魚の生残率向上の面から支援して

いくうえで、フォローアップが必要不可欠であると判断される。また、バックヤードハッチェリー

へ普及させるためには、その環境のなかで発生する魚病問題も同時に解決し普及させることが重

要となる。さらに、バックヤードハッチェリーで安定したサラサハタの生産を指導・普及させる

ためには、パンフレットなどの配布も必要になる。その際、魚病に関するパンフレットの作成は

不可欠であり、そのためにも魚病の専門家が必要と判断される。

６－２　フォローアップの内容と方法

(1) 魚類種苗生産分野

１）親魚養成および採卵

　ゴンドール研究所の屋外水槽において継続飼育しているサラサハタ親魚から受精卵を得る

ことに成功しており、1998年８月の受精卵を用いて種苗生産にも成功している。しかし、産

卵量が不安定でふ化後開口するまでの生残率が低いなど、卵質に問題が残っている。この原

因として親魚の寄生虫病の防除処理の際に受けるストレスが挙げられている。寄生虫の防疫

方法については本プロジェクトにおいて寄生虫の生活史を解明することを通じて確立されて

いるので、フォローアップでは技術的裏づけのある防疫体制を整える必要がある。また、親

魚養成時のエサとしてイカを与えることが有効であることが明らかになっているが、大量に

安定して良質の卵を得るためには、さらに栄養学的改善が必要である。

　本プロジェクトでは、現在ようやく採卵が可能になった段階であり、良質な卵を得るため
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の環境制御法の開発や受精卵の最適な採卵方法の開発などもフォローアップで行う必要があ

る。

　親魚養成および採卵は魚類種苗生産技術において基礎となる部分であり、この技術開発な

しには目的が達し得ない。フォローアップでは以上のような親魚養成管理、防疫体制および

採卵方法をシステム化し、インドネシア各地で採卵可能なシステムを構築することが求めら

れる。

２）飼料供給システムの確立

　本プロジェクトにおいて、仔魚期のエサであるワムシの供給方法についてはカウンター

パートに完全に技術移転できた。生物飼料ではコペポーダのノープリウス（幼生）の供給方

法の開発が望まれるが、２年間のフォローアップ期間では実用の段階に達することは困難で

あろう。しかし、ふ化時の口の大きさと腸管の径が小さいサラサハタでは、超小型ワムシの

分離培養などより小型の飼料生物の開発が望まれる。また、餌料生物の栄養強化についても

改善が必要である。

３）仔稚魚飼育に関する技術開発

　本プロジェクトにおいてサラサハタの仔稚魚飼育には成功しているが、その生残率は低

く、生残尾数は不安定である。現在、パイロットバックヤードハッチェリーの10�容の水槽

で最高4650尾の変態が完了した稚魚を生産している。民間バックヤードハッチェリーにおい

ても、カウンターパートの指導のもとにサラサハタの種苗生産が２つの経営体で行われ、そ

のうち１経営体では１水槽あたり3000尾の生産に成功して、もうひとつの経営体では500尾

の生産がなされた。このようにバックヤードハッチェリーにおいてサラサハタの種苗生産の

可能性が確認されているが、多くのバックヤードハッチェリーにおいて種苗生産を安定的に

行うにはフォローアップによって技術の簡素化と標準化が必要である。

　生産の数値目標としてはいずれの種苗生産においても10�容の水槽で2000尾以上の安定生

産とすることが挙げられ、生残率を数値目標とするのではなく生産尾数を目標とすることに

よって種苗生産の経営の安定化が期待できる。なぜならば、１回生産に必要な経費はほぼ一

定であるため、収穫量が安定すれば収支計算が可能になるからである。

　また、インドネシアでのハタ類の種苗生産を事業化するには、経費の低減が必要であり、

高価な日本製配合飼料から低価なインドネシア産配合飼料の開発や現地で入手できる低価な

飼料生物への切り替えなどを検討することも必要であると考えられる。
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(2) 魚病分野

　親魚で問題となっている寄生虫の駆除法に関し、生活史を応用した理論的な駆除法を開発す

る。このことで、現在頻繁に実施している淡水浴などによる親魚のストレスを軽減させること

が可能となる。

　稚仔魚に発生する病気の調査を通して、病気の原因と対策法を明らかにし、ハタの安定生産

を側面から支援する。

　普及活動を支援するために、病気の診断法および治療法などに関するパンフレットを作成す

る。

(3) 普及計画

　ミルクフィッシュについては、ゴンドールエリアにおいて800近いバックヤードハッチェ

リーにおける種苗生産が普及しているが、サラサハタについてはほとんど普及していない状況

である。サラサハタについて、現時点でわかっている種苗生産手法のブックレットがすでに作

成されており、これに基づいた種苗生産が一部行われている（今のところ生存率があまり高く

はない）。したがって、今後は研修会などを開催し、技術の普及を図ることとする。

　また、種苗生産分野のフォローアップにより新たに開発された技術を普及しやすい形に簡素

化し、さらに親魚の病気の防除なども盛り込んだブックレットなどの内容を随時更新していく

こととする。

　さらに、民間バックヤードハッチェリーの協力を得て実証試験を行うこととする。

　なお、他エリアでの普及についてはBPTP（農業技術実証試験研究所）が主となり、ゴン

ドールエリアをモデルケースとした研修コースやセミナーなどを開催し、漁民や一般人へ普及

していくことが必要である。このため、BPTPなどの職員に対してのオンザジョブ・トレーニ

ングも定期的に行い、技術の伝播を図ることが望ましい。
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第７章　団長総括第７章　団長総括第７章　団長総括第７章　団長総括第７章　団長総括

７－１　評価の総括

　本プロジェクトについては、当初は「多種類種苗生産技術開発」の概念が明確ではなく、それ

ぞれの考え方に食い違いもみられた。また、開発された技術を漁業者に普及するという「普及計

画」がプロジェクトの１分野として加えられが、技術協力の受け手である農業省の農業研究開発

庁（AARD）は研究開発機関であり、普及部門を持っておらず、プロジェクト・サイトである中央

水産研究所（CRIFI）のゴンドール研究所には普及のための予算も人員もなかった。したがって、

農業省の機構改革が行われ、AARDに普及部門が設置されるという前提のもとにプロジェクトが開

始されたが、1995年に農業省の機構改革が行われたものの、組織が機能しなかったために普及分

野のカウンターパートも配置されず、この分野の活動は停滞していた。

　しかし、中間評価時点での日・イ双方の合意を境として普及分野のカウンターパートも固定し、

その後AARDの普及部門担当者に対する研修も行われた。また、ゴンドール研究所の研究成果を発

表するセミナーの開催や、ニュースレター、マニュアルなどの刊行物の発行も行われ、同時に、

「多種類種苗生産技術開発」の定義はミルクフィッシュバックヤードハッチェリー（バックヤー

ドハッチェリー）を対象とした「自然・経済環境の変化に応じて対象魚種を選定できる種苗生産

技術の開発」という形で明確化された。特に魚類の種苗生産では、高級魚種で期待度の最も高い

サラサハタの技術開発に的を絞り、ゴンドール研究所内のパイロットバックヤードハッチェリー

での種苗生産試験を通じてサラサハタ受精卵の大量採卵が可能となり、2000尾程度の種苗生産が

行われ、他のバックヤードハッチェリーで応用可能な技術として開発されつつある。

　しかし、採卵、種苗生産ともにまだ確定した技術とはなっておらず、今後は、安定生産できる

技術とそれを一般のバックヤードハッチェリーに応用できる簡素化・標準化したいわゆる技術パッ

ケージの開発が必要である。特にサラサハタ受精卵の安定採卵技術は、今後のバックヤードハッ

チェリーへの種苗生産技術の普及のために当面はゴンドール研究所が受精卵供給基地となる必要

があることから、もっとも重点的に開発する必要がある。

　エビ種苗生産分野では、ネガラ、ペジャラカンの素堀り池における親エビ養成が試みられた。

環境条件などが不十分で大量の成熟エビを養成するまでには至らなかったが、成熟エビが養成で

き、それから得られるふ化幼生により種苗生産が行われて、150ｇ以上の大型エビが養成できれば

成熟・産卵が可能であることが証明された。現在ではまだ天然親エビの供給が不足するまでには

なっておらず、近々の普及は想定されないが、将来親エビの人工養成が必要になってきた時点で

本方法による親エビ養成が有効になると思われる。また、バクテリア（BY-9）を使用したバイオ

コントロール法が開発されたことにより、種苗生産の安定化と、現在エビの種苗生産で大量に使

用されている抗生物質の使用の軽減が期待される。



－29－

　魚病分野においては、ゴンドール研究所内をはじめ周辺の養殖場での魚病発生状況が調査され、

重要な疾病については防除技術も開発された。魚病診断マニュアルも作成され、第２巻も発行が

検討されている。今後、ミルクフィッシュ以外の魚種がバックヤードハッチェリーへ普及してい

く段階で発生してくる疾病の調査と防除技術の開発は重要である。

　普及分野では、ミルクフィッシュのバックヤードハッチェリーの実態が調査され、プロジェク

トが開始されて以来５年間にバックヤードハッチェリーの数が急増したが、その反面生産が過剰

気味となり、種苗価格が低下する状況になっていることがわかった。パイロットバックヤードハッ

チェリーでミルクフィッシュの種苗生産技術の改良が行われたが、これがバックヤードハッチェ

リーの増加に貢献していると考えられる。また、現在開発されているサラサハタの種苗生産が、

すでに一部のバックヤードハッチェリーで試みられている。

　これらの開発された技術や新しい知見はカウンターパートに移転され、ゴンドール研究所の研

究・技術開発のレベルはかなり高いものとなった。また、前回（エビ養殖計画：1988－1993）と

今回のプロジェクトを通じて施設・機材も充実し、同研究所はインドネシアにおける海産動物の

種苗生産研究開発の中心となった。これにより、研究開発予算を優先的に獲得することができ、

近い将来ゴンドール研究所はLokaからBalaiへ格上げされる計画もある。

７－２　とるべき措置

　技術的な面では、まずサラサハタの種苗生産技術が開発されたが、技術の安定と民間へ普及す

るためのマニュアル化、技術要素のパッケージ化が不十分である。

　また、現在インドネシアも他のアジア諸国と同様厳しい経済不況のなかにあるが、今後の経済

復興手段のひとつとして第１次産業の振興が大きな目標に挙げられ、なかでも水産養殖業の振興

は外貨獲得、零細漁民の生活向上につながるとして大きな期待がかけられている。したがって、

研究・技術開発の成果を現場に普及させるという本プロジェクトは大いに注目を集め、本来は研

究開発が目的であったゴンドール研究所でも、技術普及関連予算の獲得の動きなどもでてきてい

る。

　したがって、魚類種苗生産、普及計画、魚病の３分野において、２年間のフォローアップが必

要である。フォローアップにおいては、サラサハタの採卵と種苗生産技術を安定させ、それを簡

素化してマニュアル化し、バックヤードハッチェリーで応用できるようにするパッケージ化を行

う。その過程において、親魚には寄生虫病などの多くの疾病が発生するため、それらの診断や産

卵にストレスを与えないような防除方法の開発が必要である。また、ミルクフィッシュと違い、

バックヤードハッチェリーでの種苗生産において新たな疾病の発生も考えられることから、魚病

分野の協力も不可欠である。
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７－３　提言

　ハタの種苗生産は他の魚種に比べて高度な技術を必要とするため、もし種苗生産が可能となれ

ばその技術は他の魚種にも応用することができる。したがって、多種類種苗生産技術開発の基本

として、バックヤードハッチェリーにおけるサラサハタの種苗生産技術を確定させることが重要

である。バックヤードハッチェリーでの種苗生産においては、あまり高い目標を設定せず、たと

えば１ユニット１回あたり2000尾程度とし、それを安定して生産する技術を目標とする方が妥当

であろう。

　フォローアップも含めた本プロジェクト終了後の期待される形として、当面はゴンドール研究

所が受精卵の供給基地として周辺のいくつかのバックヤードハッチェリーで種苗生産を実行する。

これが成功し、収益につながるという実証が得られれば、ゴンドール研究所周辺だけでなくさら

に広い範囲で種苗生産が行われるようになると思われる。そして、ミルクフィッシュがそうであっ

たように、受精卵の供給が不足するようになれば、ゴンドール研究所以外の供給施設が設置され

る。このように、受精卵供給基地とバックヤードハッチェリーが、いわゆるコア・アンド・サテ

ライト方式として定着するようになると、サラサハタの種苗生産が産業となっていくものと考え

られる。

　ただし、フォローアップはあくまでサラサハタの種苗生産とバックヤードハッチェリーへの普

及技術開発に限定して行われるべきであり、これが可能となれば本プロジェクトの目標は達せら

れたといえる。ゴンドール研究所はすでに高いレベルの研究開発能力を有しており、その他の魚

種については、市場の要望と開発する意志があれば、今後独自開発することは十分可能と考えら

れる。

　インドネシアでは現在の経済状態打開のため、即効性のある技術開発と普及が求められている。

本来、生物生産の研究や技術の開発は、生物学的な基礎研究を伴って進められるものであり、あ

まり緊急性、即効性を求めると中途半端なものになりかねない。したがって、フォローアップに

おいても、目的を絞って、必要な部分については基礎的な研究も行いながら確実な技術として開

発してもらいたい。また、フォローアップの実施の可否については、現地で高まっている自立発

展の気運を継続するためにも、早急な決定と現地への通知が必要である。

　また、前回（エビ養殖計画：1998－1993）、今回のプロジェクトを通して、日本の関係機関・

研究者との交流が促進された。今後、この関係と人脈を大いに利用し研究開発に生かしてもらい

たいことと、日本側として、プロジェクト終了後もできる限りの支援を継続していくことが重要

である。
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